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道内景気は、持ち直しの動きが鈍化している。

需要面をみると、住宅投資は、分譲マンションの着工戸数が増加している。公共投資は、

前年並みに推移している。個人消費は、冬物商品の販売が低調に推移している。輸出は中国

やアメリカ向けが減少している。

生産活動は、緩やかに持ち直している。雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに改

善している。企業倒産は、件数は増加、負債総額は減少している。
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①個人消費～弱い動き

１０月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲０．８％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲２．８％）は、衣料品、飲

食料品などすべての品目が前年を下回った。

スーパー（同▲０．２％）は、主力の飲食料品

や衣料品が前年を上回ったが、身の回り品、

その他の品目は前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋９．２％）

は、昨年のたばこ増税後の影響もあり２ヶ月

ぶりに前年を上回った。

②住宅投資～２ヶ月ぶりに増加

１０月の新設住宅着工戸数は、３，２７９戸（前

年比＋１７．７％）と２ヶ月ぶりに前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同▲２．３％）は

前年を下回ったが、貸家（同＋１３．５％）、分

譲（同＋１６８．３％）はそれぞれ前年を上回っ

た。

４～１０月累計では、２０，７４６戸（前年同期比

＋９．２％）と前年を上回って推移している。

利用関係別では、持家（同＋７．７％）、貸家

（同＋７．５％）、分譲（同＋３０．６％）いずれも

前年を上回っている。

道内経済の動き
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③鉱工業生産～生産は２ヶ月ぶりに上昇

１０月の鉱工業生産指数は、前月比は

＋１．４％と３ヶ月ぶり、前年比は＋４．７％と２

ヶ月ぶりにそれぞれ上昇した。

業種別では、前年に比べ印刷業や化学工

業、窯業・土石製品工業などが低下したが、

鉄鋼業や輸送機械工業、パルプ・紙・紙加工

品工業などが上昇した。

④公共投資～３ヶ月ぶりに減少

１０月の公共工事請負金額は、５５３億円（前

年比▲０．４％）と３ヶ月ぶりに前年を下回っ

た。

発注者別では、国（同＋２２．２％）は前年を

上回ったが、道（同▲１１．５％）、市町村（同

▲３．４％）は前年を下回った。

４～１０月累計では、請負金額５，５８９億円

（前年同期比▲４．０％）と前年を下回ってい

る。

⑤雇用情勢～持ち直している

１０月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．４９倍となり、前月比では横ばい、前年比

では０．０４ポイント上昇した。前年比は２１ヶ月

連続の上昇となった。新規求人数は、前年比

２．５％の増加となり２１ヶ月連続して前年を上

回った。業種別では、サービス業（前年比

＋１２．８％）や卸・小売業（同＋９．７％）、製造

業（同＋１１．９％）などが増加した。

道内経済の動き
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⑥来道客数～１５ヶ月ぶりに前年を上回る

１０月の来道客数は、１，０１０千人（前年比

＋０．５％）と１５ヶ月ぶりに前年を上回った。

航空機を利用した関東からの来道客数は１２ヶ

月連続で前年を下回っているものの、総体で

は回復傾向にある。

４～１０月累計では、６，６４９千人（前年同期

比▲８．９％）と前年を下回っている。

⑦貿易動向～輸出は３ヶ月ぶりに減少

１０月の道内貿易額は、輸出が前年比０．８％

減の３０４億円、輸入が同４６．２％増の１，３２５億円

となった。

輸出は、石油製品や一般機械、鉄鋼などが

増加したが、魚介類及び同調製品が大きく減

少したことや前年同月に２８億円あった船舶が

ゼロになるなど３ヶ月ぶりに前年を下回っ

た。

輸入は、原油・粗油や石油製品、石炭など

が増加して２２ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向～件数は増加、負債総額は減少

１１月の企業倒産は、件数は３８件（前年比

＋２．７％）、負債総額は７８億円（同▲１９．４％）

となった。件数は２ヶ月連続で前年を上回

り、負債総額は３ヶ月連続で前年を下回っ

た。

業種別では、建設業１５件、小売業、サービ

ス・他各６件などとなった。

道内経済の動き
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現状の北海道経済は、震災直後の自粛

ムードが和らぐとともに徐々に持ち直し

ている。２４年度の北海道経済は、国内・

海外からの観光客が概ね震災前の水準に

回復し、被災地復興需要がある程度寄与

するものとみられるが、総じて明るい材

料に乏しく景気浮揚感に欠けたものとな

ろう。

需要項目別にみると、個人消費は、将

来不安などから消費者の家計防衛意識が

一段と強まり、弱含みで推移しよう。住

宅投資は、持ち直し傾向が一服しよう。

設備投資は、投資マインドの冷え込みか

ら減少しよう。公共投資は、国と地方自

治体の財政面の厳しさから引き続き減少

しよう。

この結果、実質成長率は△０．３％（２３

年度△０．９％）、名目成長率は△０．６％

（同△１．５％）となろう。

平成２４年度北海道経済の見通し

要 約
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１．平成２３年度北海道経済の概況

（１）国内経済の概況

２３年度の国内経済は、東日本大震災による
打撃から徐々に回復した。原子力発電所の事
故により電力不足が懸念されたが、企業およ
び家計の節電努力から実体経済への影響は限
定的なものにとどまった。また、生産活動
は、被災した工場設備や供給網の復旧ととも
に夏場には概ね震災前の水準に戻った。
今後を展望すると、輸出の下押し圧力とな
る円高の進行や欧州財政危機、および１０月に
発生したタイの大洪水による自動車産業を中
心とする製造業の生産停滞など、懸念材料も
多い。しかし、１１月に成立した第３次補正予
算の執行が本格化する年明け以降、復興需要
が顕在化し国内景気は回復過程を辿るものと
みられる。

（２）北海道経済の概況

北海道経済は、震災による直接的な被害は
限定的であったが、２３年度初めにかけて国内
・海外からの観光客が激減するなど、間接的
な影響は大きかった。徐々に国内観光客は戻
っているが、未だ外国人観光客は前年を下回
る状況が続いている。
需要面をみると、公共投資は国および地方
公共団体の予算規模縮小から減少した。住宅
投資は低水準ではあるが、住宅購入支援策も
あり増加した。設備投資は、大型投資の一巡
から減少した。個人消費は、政策支援が終了
した家電製品や乗用車などの売れ行きが減少
したほか、自粛ムードからサービス産業など
が弱含みとなり、総じて低迷した。
生産面では、鉱工業生産は震災による代替
需要も一部でみられたが、年度前半にかけて
国内供給体制がダメージを受けたことが響き
自動車関連産業などで低迷した。また、小売
業など広範な業種で販売価格の低下傾向が続
き、売り上げは伸び悩んだ。

以上のような経済状況を勘案すると、２３年
度道内経済成長率は実質成長率△０．９％、名
目成長率△１．５％とみられる。

２．平成２４年度北海道経済の見通し

（１）国内経済の概要

２４年度の国内経済は、欧州財政危機の影
響、円高の進行による輸出の伸び悩み、また
原子力発電所の再稼働如何では電力不足によ
る生産活動の停滞懸念など、リスクが散見さ
れる。しかし、年度を通してみれば復興需要
が本格化することにより回復基調が鮮明にな
るものとみられる。
需要面をみると、個人消費は慎重な消費マ
インドが変わらず低迷しよう。公共投資は、
復興予算の執行により増加しよう。住宅投資
は被災地を中心に住宅着工戸数が増加しよ
う。設備投資は、被災設備の復旧や災害リス
クを意識した投資が活発化しよう。輸出は、
欧州経済の不透明感が増していることや円高
定着が逆風となっているものの新興国経済の
堅調推移が見込まれ、２３年度の水準を上回ろ
う。

（２）北海道経済の概要

北海道経済は、国内・海外からの観光客が
概ね震災前の水準に回復し、被災地復興によ
る需要がある程度寄与しようが、総じて明る
い材料に乏しく景気浮揚感に欠けるものとみ
られる。
需要面をみると、個人消費は、震災後、一
段と家計防衛意識が強まっていることから弱
含みで推移しよう。設備投資は投資マインド
の低迷から減少しよう。公共投資は減少傾向
が続こう。住宅投資は持ち直し傾向が一服し
よう。生産面では、一次産業で増加が見込ま
れるが多くの業種で低迷し、総じてみれば前
年を下回ろう。
諸物価の今後の動向をみると、企業物価で

平成２４年度北海道経済の見通し
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は、新興国経済の拡大により素材価格や国際
商品価格は上昇傾向となろう。企業向けサー
ビス価格は、企業の経費削減意識の高まりか
ら弱めの動きとなろう。消費者物価は、円高
を背景とした輸入製品の価格低下、消費低迷
による販売競争の激化などから、総じて弱含
みで推移しよう。

この結果、２４年度道内経済成長率は実質成
長率△０．３％、名目成長率△０．６％となろう。
実質は２年連続、名目も１２年連続でそれぞれ
マイナス成長となろう。諸物価は、需要の低
迷から総じて下落傾向が続くものとみられ、
実体経済に近い名目成長率は実質成長率を下
回るものとみられる。

（３）道内総生産（支出側）の動向

Ａ．民間最終消費支出

個人消費マインドは、震災による自粛ムー
ドは和らいでいるものの不要不急の消費を敬
遠する傾向が強くなっている。加えて、国の
財政赤字拡大や高齢化社会の加速に対する将
来不安、社会保障費の負担増加などが家計の
消費行動を慎重なものにしている。
一方、企業側をみると、震災の影響もあり
収益の低水準推移が予想され人件費の抑制志
向は変わりない。このため、個人消費の動向
を左右する雇用・所得環境に明確な改善は期
待できず、引き続き厳しいものとなろう。
雇用環境は、介護・福祉、医療関連業種な
どで新規求人数の増加傾向は続くものとみら
れるが、総じて人員は抑制されよう。また年
齢層、業種、地域による雇用のミスマッチも
みられ、有効求人倍率や失業率などの雇用指
標は弱含みで推移しよう。
所得環境は、賃上げの見送りや企業業績が
反映され易い賞与などの抑制傾向が強まるも
のとみられる。
消費者物価は弱含み推移が見込まれ、家計

の購買力が増すことは考えられるが将来不安
や雇用不安が解消されず、消費者の節約志向
は根強いものとなろう。また近年、政策支援
により家電や乗用車の需要が前倒しされたた
め、その反動減も余儀なくされよう。
この結果、民間最終消費支出は実質成長率
△０．７％、名目成長率△１．３％となろう。

Ｂ．総固定資本形成

（ａ）住宅投資

金利や地価が低水準で推移していることに
加え、２３年度第３次補正予算で再開された住
宅エコポイントが新築市場を下支えし、ま
た、省エネ・断熱工事を主眼とするリフォー
ム市場も活発化しよう。
しかし、住宅購入適齢層である３０歳代を中
心に、雇用や将来に対する不安から個人の住
宅取得マインドに明確な動意はみられない。
このような環境から２３年度に比べると、持ち
家はほぼ横ばいとなろう。貸家は幾分下回
り、分譲は堅調に推移してきたマンションの
反動減もあり、減少しよう。このため、新設
住宅着工戸数は２９７百戸程度と、２３年度実績
見込み（３１千戸程度）を下回るものとみられ
る。
この結果、住宅投資は実質成長率△２．７％、
名目成長率△２．５％となろう。

（ｂ）設備投資

医療・福祉関連施設の新増築、および流通
関連で新規出店が見込まれる。しかし近年、
大型投資が続いた鉄鋼・エネルギー関連や食
品関連業種などはほぼ一巡している。また、
内外需要の低迷や景気の先行き不透明感から
多くの道内企業の投資マインドに動意がみら
れず、新規設備投資に対しては慎重姿勢にあ
る。
この結果、設備投資は実質成長率△２．８％、
名目成長率△２．７％となろう。

平成２４年度北海道経済の見通し
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（ｃ）公共投資

最盛期を迎えた北海道新幹線建設工事（新
青森―新函館間）が、ある程度寄与しよう。
しかし、国の財政は厳しく、公共投資関連予
算は被災地復興に重点配分されることとなろ
う。また、地方公共団体の財政も同様に厳し
いため、総体の２４年度道内公共投資予算は引
き続き削減が見込まれる。
この結果、公共投資は実質成長率△５．５％、
名目成長率△４．９％となろう。

Ｃ．域際取引

移輸出では、震災復興が本格化するなど国
内需要が回復することから工業品の出荷は幾
分増加しよう。また、道産品の根強い人気を
反映した農畜産品の出荷も増加が見込まれ
る。観光関連では、２３年度前半に落ち込んだ
国内観光客はほぼ回復しよう。外国人観光客
は、円高定着が逆風となろうが原発事故によ
る風評被害が薄れるとともに、２４年度半ばに
は震災前の水準に近づくものとみられる。
この結果、移輸出は実質成長率１．５％、名

目成長率２．１％となろう。
移輸入は、円高により輸入は増加するもの
の、家電製品、乗用車などの耐久消費財の移
入が減少するほか、道内需要の弱さもあって
減少しよう。
この結果、移輸入は実質成長率△０．６％、

名目成長率△０．５％となろう。

（４）道内総生産（生産側）の動向

一次産業では、２３年度の農業は概ね天候に
恵まれたこともあり、水稲はじめ多くの作物
で前年の収量を上回り、生乳生産も堅調に推
移した。２４年度は、作況が平年並みとすると
耕作部門は幾分減少しよう。畜産部門は、生
乳生産は国内需要の回復から増加が見込まれ

る。総じてみれば、農業総生産は１．０％増と
みられる。林業は、道産材の需要が増してい
るものの新設住宅着工戸数が減少することか
ら、総生産は２．１％減とみられる。水産業
は、２３年度不漁となったサケの漁獲量が回復
するものとみられるが、被災した東北地方の
漁港の復旧により緊急避難的に道内漁港を利
用していた水揚げが減少することから、総生
産は０．５％減とみられる。
この結果、一次産業総生産は０．５％増とな

ろう。

二次産業では、製造業は、円高により輸出
の減少が懸念されるものの国内需要の回復に
よる生産増加により、総生産は１．１％増とみ
られる。建設業は、住宅投資が一服するほか
公共投資や設備投資の減少により、総生産は
４．０％減とみられる。
この結果、二次産業総生産は１．０％減とな

ろう。

三次産業では、介護・福祉、医療関連など
は底堅く推移するものとみられる。節電を意
識した商品も堅調な動きとなろう。しかし、
地デジ化移行に伴い２３年度前半に盛り上がり
をみせた薄型テレビや、政策支援により需要
が前倒しされた家電製品、乗用車など耐久消
費財の売れ行きは落ち込もう。また震災や将
来不安による消費者の家計防衛意識も強く、
高額消費やサービス消費は伸び悩もう。需要
の低迷を反映した企業間競争の激化から販売
価格の低下傾向は続き、多くの業種の売上高
は低迷しよう。
この結果、三次産業総生産は０．５％減とな

ろう。
（平成２３年１２月７日公表）

平成２４年度北海道経済の見通し
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（第１表）道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２２年度

（実績見込み）

２３年度

（実績見込み）

２４年度

（見通し）
２２年度 ２３年度 ２４年度

民間最終

消費支出

１１１，６４２

（△０．６）

１０９，８０４

（△１．６）

１０８，３６７

（△１．３）
０．７ △１．０ △０．７

政府最終

消費支出

５１，２６３

（０．９）

５１，４３９

（０．３）

５１，５３２

（０．２）
０．７ ０．４ ０．１

総固定

資本形成

３２，７０３

（△４．６）

３１，８５３

（△２．６）

３０，７２４

（△３．５）
△４．１ △２．９ △３．７

住宅投資

設備投資

公共投資

４，１４７

（６．２）

１５，６３８

（０．２）

１２，９１８

（△１２．５）

４，２８１

（３．２）

１５，４３６

（△１．３）

１２，１３６

（△６．１）

４，１７５

（△２．５）

１５，０１３

（△２．７）

１１，５３６

（△４．９）

５．６

１．１

△１３．１

２．５

△１．４

△６．７

△２．７

△２．８

△５．５

移 輸 出 ５４，８５１

（０．３）

５３，１６５

（△３．１）

５４，２７４

（２．１）
１．２ △３．５ １．５

移 輸 入

（控 除）

７０，０５８

（△０．２）

６８，５２２

（△２．２）

６８，２０７

（△０．５）
０．３ △２．９ △０．６

道内総生産

（支出側）

１７８，９６７

（△０．６）

１７６，３３８

（△１．５）

１７５，２６９

（△０．６）
０．２ △０．９ △０．３

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

（第２表）実質成長率の増加寄与度
（％）

項 目 ２２年度 ２３年度 ２４年度

民間最終消費支出
政府最終消費支出
総固定資本形成

０．４
０．２
△０．８

△０．６
０．１
△０．５

△０．４
０．０
△０．７

住宅投資
設備投資
公共投資

０．１
０．１
△１．０

０．１
△０．１
△０．４

△０．１
△０．３
△０．３

移輸出
移輸入 （控除）

０．４
０．１

△１．０
△１．０

０．４
△０．２

道内総生産（支出側） ０．２ △０．９ △０．３

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２４年度北海道経済の見通し
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（第３表）道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２２年度

（実績見込み）

２３年度

（実績見込み）

２４年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２２年度 ２３年度 ２４年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

６，７２８

４，８２６

４２９

１，４７３

６，８５６

４，９６５

４３５

１，４５６

６，８８８

５，０１３

４２６

１，４４９

△０．１

△１．１

８．１

１．３

１．９

２．９

１．４

△１．２

０．５

１．０

△２．１

△０．５

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

２８，６６０

２９６

１６，１９６

１２，１６８

２７，９５６

３１０

１５，８５２

１１，７９４

２７，６６３

３１４

１６，０２３

１１，３２６

△２．１

△５．７

２．２

△７．２

△２．５

４．７

△２．１

△３．１

△１．０

１．３

１．１

△４．０

三次産業

卸・小売業

金融・保険・

不 動 産 業

電気・運輸・

サービス業

政府・対家

計サービス

１４８，７１７

２０，１９４

３０，５８０

６３，５０５

３４，４３８

１４６，６９６

１９，６２６

３０，５５４

６２，３２８

３４，１８８

１４５，８９３

１９，４４２

３０，４３５

６１，８８９

３４，１２７

△０．４

△２．９

０．５

０．１

△０．６

△１．４

△２．８

△０．１

△１．９

△０．７

△０．５

△０．９

△０．４

△０．７

△０．２

控除項目

（帰属利子等）
５，１３８ ５，１７０ ５，１７５ △１．１ ０．６ ０．１

道内総生産

（生産側）
１７８，９６７ １７６，３３８ １７５，２６９ △０．６ △１．５ △０．６

平成２４年度北海道経済の見通し
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着眼点 概要

１．「過度の依存」の喪失 特定の人材の力に依存していたり、重要な資源の調達先
や販売先が限られた特定の取引関係者に依存している状況
が、「過度の依存」です。「過度の依存」が存在する場合に
は、関係が突然失われた場合の対処を検討しておく必要が
あります。

２．経営環境の激変 誰しも経営環境が変化することを考えて経営を行ってい
るものですが、経営環境が激変する方向性を想定し、それ
に備えて事業領域や事業構造を変化させる不断の努力が重
要です。

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災による巨大津波が原因で、福島第一原子力発電所の

全電源が失われ、多量の放射性物質が放出される重大事故が発生しました。この事態を受け、他

の原子力発電所の再稼働の是非を検討する方法として、菅前首相が突如発表して、一躍知名度が

高まったのが、「ストレス・テスト」です。

元々は、平成２０年のリーマン・ショックに端を発した世界的金融危機に際し、アメリカの金融

当局が金融機関の健全性をチェックするために導入した手法と言われています。

平成２３年１０月３１日の日本経済新聞第１面『欧州危機④』の報道によれば、ギリシャの財政不安

を契機に重大な経済危機に見舞われているヨーロッパにおいて、ドイツの中小企業が外部の専門

機関に依頼して「ストレス・テスト」を受ける件数が急増しているとの、興味深い記事を掲載し

ています。

思うに、日本は人口減少・超高齢化社会に突入し、社会経済や経営環境が今まで以上のスピー

ドで急速に変化することが考えられます。ヨーロッパの出来事は対岸の火事ではありません。長

期的かつ根本的な視点で、自社の存続を脅かすような危機とはどんな事柄で、将来それが現実に

なるかもしれないことを想定し、今どんな手を打つべきか、を明らかにする『経営ストレス・テ

スト』を実施することが重要になると思われます。

当社グループでは、企業経営における危機管理のツールとして「危機管理チェック・リスト」

を考案し、顧問先企業支援の実践の場で活用していましたが、企業の永続性を担保するために、

どのような視点で何を問題にすべきかと言う『経営ストレス・テスト』にブラッシュ・アップし

てみました。

なお、永続性を問題にすべき企業は、営利を目的とした会社組織だけではありません。社会福

祉法人・医療法人・学校法人・宗教法人・NPO法人・一般社団（財団）法人・公益社団（財団）

法人など、非営利組織が含まれることは言うまでもありません。

まず、『経営ストレス・テスト』の５つの着眼点について記述し、その後各論に入ることとし

ます。

経営のアドバイス

健全企業のための『経営ストレス・テスト』
株式会社むらずみ経営
税理士法人むらずみ総合事務所
代表取締役・代表社員税理士 玉木 祥夫

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１８６／本文　※柱に注意！／０１０～０１７　経営のアドバイス  2011.12.20 11.44.35  Pag



経営のアドバイス

― １１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年１月号

３．自然発火型人材の欠乏 自らの価値判断で、事業に意義や使命を見出し、その実
現のために燃え上がる（情熱的に行動する）のが、自然発
火型人材です。社会全体として、この種の人材が減ってい
ると感じられます。

４．社会に対する「裏切り」 コンプライアンス・信義・期待に反する行為に対する社
会の評価は、ますます厳しくなっています。経営の中に、
こうした社会に対する重大な裏切りが存在し、それが発覚
した場合、命取りになる可能性があります。

５．過小資本 どんなに事前に手を打ったとしても、存続を脅かす危機
を避けられないこともあります。事業収益やキャッシュ・
フローがマイナスとなってしまった場合、経営を立て直す
にはそれ相当の時間を要します。その期間を耐えるだけの
財務的基盤があるか否かも重要なポイントになります。

１．「過度の依存」の喪失

�依存人材の喪失
経営や事業運営が限られた特定の人材の力に依存している状況を指し、経営者だけでなく、管

理者、技能者であることもあります。喪失の要因としては、死亡・病気・事故、離反（信頼関係

崩壊）、モチベーション低下による転職などが考えられます。

①依存人材の特定と対処方法の検討

経営者を含め、その人材の力を活かせない状況になったとき、経営や事業運営に大きな支障

（事業の重要な部分について縮小や撤退を余儀なくされる）が生じるのは誰なのか、を特定する

必要があります。

依存人材については、組織として心身の健康管理や安全に十分な配慮を行うと同時に、経営ト

ップがコミュニケーションを絶やすことなく、少なくとも誤解による信頼関係崩壊やモチベーシ

ョン低下を招かないような配慮が必要です。

②代替人材の育成

依存人材が経営者自身であれば、まさに後継者育成が喫緊の経営課題になります。管理者や技

術者であれば、経営トップを含め社内に代替できる人材を確保・育成することが必要になりま

す。なお、人材育成の問題については、後述の「３．自然発火型人材の欠乏」でも取り上げま

す。

なお、依存人材の問題が生じる原因の１つに、成長力のある事業を経営する企業が、性急に事

業を拡大したことが関係しているケースもあります。このような場合には、事業拡大のスピード

が、経営に大きなリスクを伴わない程度のものなのか、検証することも重要です。

�重要な資源の調達先や販売先の喪失
資源調達においては、重要な原材料・部品・外注などが、他社で簡単に代替できないものか否

かが、着眼点になります。一方、販売先（収入をもたらす相手先）については、総売上（総収
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入）に占めるその販売先への売上高の比率が着眼点になり、１０％以上の販売先があるなら十分要

注意です。

このような過度の依存状況が存在する場合には、資源調達については代替調達手段を検討する

必要がありますし、販売先なら販路拡大によってその販売先への依存度を引き下げるしかありま

せん。

２．経営環境の激変

先日ある製造業の経営者から廃業しようかどうか迷っているとの相談を受けました。その経営

者の手には、平成３年から平成２２年までの２０年間の会社業績を時系列に書き記した資料がありま

す…平成３年は、「売上１４億５，０００万円 当期利益２億３，０００万円」と好業績が書かれているので

すが、最後の平成２２年は、驚くべきことに「売上１億５，０００万円 当期利益９００万円」となり、事

業規模が１割程度に縮小してしまっているのです。

この経営者曰く、「平成３年当時は、これから経営環境が厳しくなると予想していたが、その

予測を遥かに上回るスピードで海外製造品との競争が激化し、もう国内で製造していたのでは太

刀打ちできない…。」と、経営環境の激変を嘆きました。

この経営者が堅実にそして誠実に経営してきたことは、バランスシートの内部留保の厚さを見

れば一目瞭然であり、そのような経営をしていても対処できない経営環境の激変があったこと

に、驚きました。

�未来を切り拓く力があるか？
このような経営環境の激変は、どのような産業・業種でも起こりうるものと考え、「自社の経

営資源をどのように連携させ、誰を顧客にして、どんな価値を提供する存在を目指すのか」と言

うドメイン検証（事業領域の再定義）を行う必要があります。

そして、誰でも理解できるシンプルな言葉で、『こう有りたいと言う将来像を表現すること』が

重要になります。

�静岡産業大学の例＝大化け教育
未来を切り拓く力を発揮している事例として最近興味を惹かれたのは、静岡産業大学などを経

営する学校法人新静岡学園です。規制緩和や少子化の影響で激変する教育産業の中にあって、ユ

ニークなビジョンを掲げ、大学の新しいモデルを構築しようとしています。

�で取り上げたドメイン検証の視点で考えたとき、教育事業は、誰を顧客と考えるべきか？と
言う複雑な問題が存在します。教育を受けるのは学生ですが、費用を負担するのは親であるのが

一般的です。教育である以上学生に迎合できない側面もあります。そして、教育サービスを評価

するのは親や学生だけでなく、社会も利害関係者であり、これらの評価を通じて、学校の人気や

知名度が決まります。

このような環境の中、同大学が掲げている「あるべき教育サービス像」が、「大化け教育」で
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燃焼系

自然発火型 自らの価値判断で、事業に意義や使命を見出し、その実現のた
めに燃え上がる（情熱的に行動する）タイプ

受動発火型 他人の唱える意義や使命に共鳴し、その実現のために燃え上が
るタイプ

非燃焼系
企業活動の中で情熱的に行動することはなく、与えられた仕事
を淡々とこなすタイプ

あり、実にシンプルでロマンのあるビジョンです…学生の秘めたる可能性を開花させると言うビ

ジョンには、学生や親だけでなく、社会に対しても訴求力があります。

同大学は、このような説得力あるビジョンを地域社会にも発信し、ヤマハ発動機・スズキ・ブ

リヂストン・浜松ホトニクスなど名立たる企業の経営最前線で活躍する人々を講師に招いた寄付

講座を開講し、教育サービスの魅力を圧倒的に高めることに成功しています。

３．自然発火型人材の欠乏

仕事の上での情熱の発揮度合には、当然個人差があり、次のようにいくつかのタイプに分類で

きると言われています。

静岡産業大学の「大化け教育」をリードするのは、学長の大坪檀氏です。彼は、元来は研究者

ですが、ブリヂストンの要職に就いていた経歴を持ち、自然発火型の重要人物に違いありませ

ん…「大化け教育」を商標登録しているのですから、その情熱の熱さを感じます。

既に「未来を切り拓く力」の重要性について触れましたが、経営環境が激変する中で、未来を

切り拓くには、自然発火型の人材が不可欠ですが、残念なことに、社会全体として、このタイプ

が少なくなってきているように思います。若い世代の自然発火型人材を、いかに確保するか、こ

れからの人材採用は、その競争なのかもしれません。

�困難性を増す後継人材の育成
経営トップへの依存度が高い場合、後継者の育成が喫緊の経営課題であることは既に述べまし

たが、後継者選びも、このような「未来を切り拓く力」があるのかどうかと言う視点で、検討す

る必要があります。そうでなければ、後継者が解決できない経営課題に押し潰されてしまう可能

性があるからです。

�若年新入社員の早期離職
大企業でなくとも、大学や大学院卒業の学生を採用できる可能性が高くなりましたが、反面採

用した学生が１年も経たないうちに、離職してしまう残念なケースも多く見受けられます。もし

かしたら、未来を切り拓く自然発火型人材だったのかもしれません。

若年新入社員の早期離職が多い場合には、採用活動を根本的に考え直す必要があります。良い

人材を採用したい気持ちが強く働くと、試験や面接など応募者の選抜に多くの時間を費やすこと

が多くなり、逆に自社の歴史・詳しい事業内容・将来ビジョン・組織・認識している経営課題な
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どを応募者に伝えるのが疎かになります。それは様々な誤解を生み、入社後に直面した現実によ

って、失望に変わり、離職を決意させてしまうのです。社員の育成は、採用活動から始まってい

るのです。

また、自然発火型人材がビジョンの実現に向けて燃え上がり始めたら、早めに抜擢するなど、

より意欲的に仕事に取り組める環境を整えることも重要です。

４．社会に対する「裏切り」

コンプライアンス違反、偽装、杜撰な品質管理、粉飾決算、横領など社会を欺く行為が発覚し

たとき、大企業でなくとも、重大な経営危機に発展することが少なくありません。最近気になる

のは、経営トップが、そのような社会に対する「裏切り行為」の存在に気付いていないケースが

往々にしてあり、それが状況を悪化させ、深刻な事態に発展する遠因になっていることです。

�月次での経営状況モニタリングの重要性
経営トップは、自社の事業運営のどこに、「裏切り行為」が起きる可能性があるのかをリスト

アップし、少なくとも月に１度は、リストに基づいて経営状況をモニタリングすることが求めら

れます。

�悪い情報も報告される組織風土
風通しの良くない組織の一番の問題は、悪い情報が経営トップまで届かないところにありま

す。経営トップの無関心、何事も責任を追及する体質、事なかれ主義、隠蔽体質など、どこに原

因があるのかを見極め、悪い情報もタイムリーに報告される組織に改革しなければなりません。

５．過小資本

そして最後に問題としなければならないのは、資本（正味財産）の厚みの問題です。資本（正

味財産）は、企業が保有する「資産の総額」から「負債の総額」を差し引いた金額と定義されま

す。時価ベースで資産を評価して計算した資本の金額は、今背負っている負債の他に弁済できる

潜在余力を判断する指標になります。

懸念される危機が現実となり、事業収益やキャッシュ・フローがマイナスとなってしまった場

合でも、資本の金額が多ければ、そこに担保価値を見出した金融機関などからの金融支援を受

け、経営再建努力を払いながら存続することができます。

しかし、日本の非公開企業は、過小資本であることが多く、資本の充実が大きな課題です。事

業活動から利益を生み出し、税などを支払った残額を地道に蓄積して資本を厚くするのが王道で

すが、次のような視点でも検討が必要です。

�投資育成会社
日本では、長期投資を目的として非公開企業に出資する金融機関や投資機関が少ないのが現実
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です。しかし、中小企業投資育成株式会社法と言う法律に基づき国の施策として設立されている

中小企業投資育成株式会社（東京・名古屋・大阪の３会社体制）は、長期投資を目的として積極

的に出資を行っています。

�エンジェル税制を活用した資本調達
①設立３年未満の中小企業への一定の出資額が、その出資者の総所得金額から控除できたり、

②設立１０年未満の中小企業への出資額が、その出資者の他の株式譲渡益から控除できるなどのエ

ンジェル税制が施行されています。このような税制上のメリットを活用して個人から出資を受

け、資本を厚くするのも方策の１つです。

�過小資本企業が支払手形に依存する恐ろしさ
本来運転資金は資本により賄われることが望ましいのですが、過小資本であるため、支払手形

を振り出して資金繰りを行っている企業があります。支払手形は利便性がある反面、懸念される

危機が現実となり、事業収益やキャッシュ・フローがマイナスとなって、支払手形を決済できな

かったときは、即倒産になってしまうと言う恐ろしさが潜んでいます。

過小資本を背景に手形決済で調達している場合、現金決済条件よりも高く買っている可能性が

高いので、「○年後には支払手形決済を止める！」と言う財務的な目標を立てて、財務改善に取

り組むことが望まれます。

�依存経営者への保険付保
経営トップへの依存度が高く、経営トップの死亡・病気・事故などで、事業収益やキャッシ

ュ・フローがマイナスとなり、負債の返済が困難になることが想定される場合には、保険による

担保を考えなければなりません。

６．まとめ

今回の『経営ストレス・テスト』は、表面的・形式的な事象を問題にするのではなく、企業の

永続性に関係する本質的かつ根本的な要素は何かと言う視点で構成しましたので、「問題あり

か…？」と疑念が生じた場合、それに対する具体的対処方法を考え実行するのは、容易ではない

ケースが多いと思います。

それだけに、自社の永続性に関する「アキレス腱」を出来るだけ早く察知し、必要な打ち手を

考え、粘り強く実行することが、重要になります。

最後に、今回取り上げた着眼点と対処の方向性を９要素に分け一覧でまとめてみます。
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永続性に関係する
根本的要素

必要分析事項
該当
有無

対処の方向性

①特定の経営者への依存

成功した創業者など、いわゆ
るカリスマ性を持つと言われる
経営者が、実質的に１人で経営
トップの役割を果たし続けてい
ると言うのが、典型的なパター
ンです。

後継者育成の必要性を、経営
者自身が気付いていない（見て
見ぬふりをしていることも）
ケースが殆どであり、社内から
は問題提起が起こり難いので、
外部から上手に問題が提起され
るような方法を検討することが
必要です。

②特定の管理者や技能者
への依存

必ずしも資格の有無ではな
く、その者が今いなくなったら
代替人材が確保できず、事業の
重要な部分について縮小や撤退
を余儀なくされるような管理者
や技能者は存在するか否かと言
う視点で現状分析します。
また、その管理者や技術者の
秀でた技能が何かを分析するこ
とも必要です。

経営トップがコミュニケーシ
ョンを絶やさず、誤解による信
頼関係崩壊やモチベーション低
下を招かないよう配慮します。
代替人材の確保や特定と、技能
の伝承に必要なプログラムを実
行します。
成長期にある企業であれば、
成長のスピードが性急過ぎない
か、も検討が必要です。

③重要資源の調達先や販
売先への依存

重要な原材料・部品・外注な
どの調達において、他社で簡単
に代替できないものが存在しま
せんか？
総売上（総収入）に占めるその
相手先への売上高の比率が１０％
以上の販売先がありませんか？

このような過度の依存状況が
存在する場合には、資源到達に
ついては代替調達手段を検討す
る必要があります。
販売先なら販路拡大によって
その販売先への依存度を引き下
げるしかありません。

④経営環境の激変に耐え
うる「未来を切り拓く
力」があると言い切れな
い

真面目に誠実に事業展開して
いるだけでは不十分です。これ
からの経営トップの重要な役割
は、来るべき経営環境の激変に
対応できるよう、「組織の創造
力」を磨き、これを刺激して、
変化を促進させることです。
従来からある経営理念（地域
社会に貢献する…お客様第一主
義で‥働き甲斐のある職場…）
に安住していませんか？

静岡産業大学の「大化け教育」
を例にしましたが、創造力を刺
激できる理想を掲げることが、
最も重要です。
ドメイン検証（事業領域の再
定義）を行い、分かりやすくて
シンプルな理想像（どんな価値
を提供する存在を目指すのか）
を掲げることが大切です…望ま
しくは、働く人の奉仕精神や使
命感を鼓舞できるものを！

⑤若年世代に自然発火型
人材がいない（少ない）

④の「未来を切り拓く力」の
人的な条件が、若年世代の自然
発火型人材が組織内にいること
です。

特に若年世代の採用活動段階
が重要であり、④の目指すべき
理想像を含め経営トップの経営
思想を、求職者にストレートに
伝達できる方法を実行しなけれ
ばなりません。
また経営方針に従い未来を切
り拓く努力をする人材は、若年
世代であっても抜擢する人事も
必要です。
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経営のアドバイス

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年１月号

⑥経営トップが経営状況
を月次でモニタリングす
る仕組みがない 不祥事は、経営トップが早く

気が付かないことによって、水
面下で加速度的に深刻化し、発
覚した時点では企業の「命取
り」になるような問題に成長し
ます。

具体的に必要なモニタリング
項目は、企業によってかなり異
なる内容になりますが、大きな
柱は次の３点に集約できます。
●組織運営の異常点
●生産・販売活動の異常点（引
合・見積・受注・資材（外注）
発注・生産・検査・納品・回
収・アフターなど）
●財務の異常点

⑦悪い情報が経営トップ
に届かない組織風土があ
る

経営トップ自ら、悪い情報に
関心を示して、予防の重要性を
啓蒙し、問題が発覚したとき
は、「処罰ありき」で対処する
のではなく、損害の最小限化と
再発防止に重点を置いて陣頭指
揮を執ることが重要です。

⑧絶対的に自己資本が不
足している

適正な自己資本がどれくらい
か、明確な基準が存在する訳で
はありません。次のような方法
で適正自己資本を判断する方法
があります。
●積上計算方式
事業運営に必要な運転資金

（売掛金・受取手形・在庫など
の合計額から、買掛金・支払手
形を控除した金額）に、月額固
定費の数ヶ月分に相当する金額
を加算して計算します。
●自己資本比率方式
業界優良会社の平均的な自己
資本比率を自社の総資産額に当
てはめて計算します。

事業活動から税引後利益を生
み出し、地道に留保して資本を
厚くするのが王道です。
経営に対し理解を示す外部関
係者に出資を仰ぐことも検討す
べきです。
経営トップへの依存度が高い
場合で、死亡・病気・事故など
で負債弁済が困難になるケース
では、経営トップへの適切な付
保を検討しなければなりませ
ん。

⑨過小資本であるため資
金繰りを支払手形の振出
でやり繰りしている

支払手形を振り出しているの
が全て問題である訳ではなく、
過小資本が原因で支払手形に依
存しているケースが問題です。

将来的に支払手形の依存から
脱却する目標期限を立て、調達
面のコスト削減を含んだ経営改
善策を地道に実行することが必
要です。

健全企業の経営者の皆様には、この機会に、ぜひ自己分析をお勧め致します。

（注）学校法人新静岡学園および静岡産業大学のホームページ等を一部参考・抜粋しました。

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１８６／本文　※柱に注意！／０１０～０１７　経営のアドバイス  2011.12.20 11.44.35  Pag



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）

１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．１ △８．８ ９２．７ △５．６ ８７．１ △８．３ ９０．８ △１１．４ ８９．５ △６．１
２２年度 ９３．６ ３．９ ９３．８ ８．９ ９６．５ ４．１ ９５．２ ９．３ ９２．５ １．９ ９２．６ ３．５

２２年７～９月 ９３．６ ６．１ ９４．３ １４．０ ９６．１ ５．５ ９５．７ １４．４ ９０．４ △３．７ ９７．３ ３．５
１０～１２月 ９２．５ ０．５ ９４．２ ５．９ ９５．５ ０．７ ９５．４ ６．４ ８９．７ △３．０ ９６．７ ３．８

２３年１～３月 ９５．４ １．１ ９２．３ △２．５ ９６．９ △１．０ ９３．６ △２．６ ９０．４ １．９ ９７．７ ３．５
４～６月 ９１．４ △２．０ ８８．６ △６．８ ９７．２ △０．５ ８８．１ △８．４ ８５．７ △３．２ １００．８ ４．０
７～９月 r ９４．８ １．２ r ９２．４ △２．１ １０１．０ ５．０ r ９３．９ △２．０ ８８．８ △１．８ r１０２．７ ５．５

２２年 １０月 ９０．６ △０．９ ９２．４ ５．０ ９４．２ △０．６ ９３．２ ４．４ ８９．４ △３．５ ９６．８ ３．９
１１月 ９３．７ ２．４ ９３．９ ７．０ ９６．４ ２．８ ９５．９ ８．７ ８９．２ △５．１ ９５．２ ２．０
１２月 ９３．３ △０．１ ９６．２ ５．９ ９５．９ △０．１ ９７．１ ５．９ ８９．７ △３．０ ９６．７ ３．８

２３年 １月 ９６．９ １．９ ９６．２ ４．６ ９５．９ △２．０ ９６．３ ３．２ ８７．６ △５．９ １００．５ ７．０
２月 ９７．４ ２．６ ９７．９ ２．９ ９８．８ ０．２ ９９．５ ３．６ ８８．４ △２．６ １０２．０ ６．９
３月 ９１．９ △１．１ ８２．７ △１３．１ ９６．１ △１．２ ８５．０ △１２．１ ９０．４ １．９ ９７．７ ３．５
４月 ９４．０ △０．２ ８４．０ △１３．６ ９８．７ １．５ ８２．８ △１６．１ ９０．８ １．６ ９８．２ ３．３
５月 ８７．２ △５．４ ８９．２ △５．５ ９２．６ △４．１ ８７．２ △８．０ ８９．３ ０．７ １０３．７ ７．７
６月 ９２．９ △０．６ ９２．６ △１．７ １００．４ ０．９ ９４．３ △１．８ ８５．７ △３．２ １００．８ ４．０
７月 ９５．９ １．８ ９３．０ △３．０ １０３．７ ７．２ ９４．４ △３．０ ８５．７ △３．８ １００．７ ４．１
８月 ９５．１ ３．１ ９３．６ ０．４ １０１．３ ５．９ ９４．６ ０．２ ８８．４ △１．４ １０２．８ ５．８
９月 r ９３．５ △１．０ r ９０．５ △３．３ ９７．９ ２．０ r ９２．７ △２．９ ８８．８ △１．８ r１０２．７ ５．５
１０月 p９４．８ ４．７ p９２．７ ０．４ p１００．５ ６．６ p９３．３ ０．１ p８６．３ △３．４ p１０３．５ ６．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７５△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４４ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１３１ △５．１
２２年度 ９３５，２９９△１．２ １９５，７７６△２．０ ２２０，２３３ △３．０ ６７，２６７ △３．１ ７１５，０６７ △０．６ １２８，５０９ △１．４

２２年７～９月 ２３０，７０９△１．１ ４８，４７０ △１．６ ５３，３８６ △２．５ １６，１１４ △３．０ １７７，３２３ △０．６ ３２，３５６ △０．８
１０～１２月 ２５７，１１８△１．３ ５３，５５８ △０．５ ６１，７３６ △３．４ １９，４２１ △０．６ １９５，３８２ △０．６ ３４，１３７ △０．５

２３年１～３月 ２２８，８５７△１．４ ４６，９９０△２．６ ５２，８２３ △５．８ １５，７３６ △５．５ １７６，０３５ ０．１ ３１，２５４ △１．０
４～６月 ２３０，６５６△２．２ ４７，４６３△１．６ ４９，７８０ △３．６ １５，７２５ △１．５ １８０，８７６ △１．７ ３１，７３８ △１．７
７～９月 r ２３０，６２２△１．６ r ４８，１４６△１．７ ５１，１２３ △４．２ １５，８５８ △１．６ r １７９，４９９ △０．８ r ３２，２８９ △１．７

２２年 １０月 ７７，４７８ ０．３ １６，１３１ ０．４ １８，１７９ △１．３ ５，５５６ ０．６ ５９，３００ ０．９ １０，５７５ ０．３
１１月 ７６，３９０△２．５ １６，６３４ ０．１ １８，０４３ △４．９ ６，０２６ △０．４ ５８，３４８ △１．７ １０，６０８ ０．５
１２月 １０３，２５０△１．７ ２０，７９３ △１．７ ２５，５１５ △３．９ ７，８３９ △１．５ ７７，７３５ △０．９ １２，９５４ △１．８

２３年 １月 ７８，９４８△２．２ １７，４０６△０．７ １９，０５７ △５．６ ６，０２４ △１．１ ５９，８９１ △０．９ １１，３８２ △０．４
２月 ７０，３３４ ０．０ １４，４６９ ０．５ １５，９３６ △１．４ ４，７１０ ０．６ ５４，３９８ ０．５ ９，７５９ ０．４
３月 ７９，５７５△２．０ １５，１１５ △７．５ １７，８２９ △９．７ ５，００２ △１５．０ ６１，７４６ ０．８ １０，１１３ △３．０
４月 ７７，６４５△１．３ １５，６５７ △１．９ １６，８７０ △２．４ ５，１４８ △１．８ ６０，７７５ △０．９ １０，５０９ △１．９
５月 ７６，８８１△２．５ １５，７７４ △２．５ １６，４８８ △３．９ ５，２３１ △２．６ ６０，３９３ △２．０ １０，５４３ △２．４
６月 ７６，１３０△２．７ １６，０３３ △０．５ １６，４２２ △４．６ ５，３４７ ０．１ ５９，７０８ △２．２ １０，６８６ △０．８
７月 ８２，３４６ ０．９ １７，８４３ ０．８ １９，４７１ △３．８ ６，４９７ △０．４ ６２，８７６ ２．４ １１，３４６ １．５
８月 ７７，１８５△１．９ １５，５７５ △２．６ １５，５８１ △４．３ ４，６２９ △２．１ ６１，６０５ △１．３ １０，９４７ △２．９
９月 r ７１，０９１△３．９ r １４，７２８ △３．６ １６，０７２ △４．７ ４，７３２ △２．８ r ５５，０１９ △３．７ r ９，９９６ △４．０
１０月 p ７７，４０７△０．８ p １６，０５７△１．４ p １７，６７０ △２．８ p ５，５１２ △０．８ p ５９，７３７ △０．２ p １０，５４５ △１．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年１月号
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年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．７ ０．６ １０１．０ ０．４ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０３．１ １．４ １０２．１ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ １．６ ８２，６５７ １．５ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５

２２年７～９月 １２３，４０４ ４．７ ２２，４００ ４．２ ９９．５ △０．５ ９９．７ △１．０ ８５．８６ ９，３６９
１０～１２月 １１０，４３６ △１．８ ２０，４０２ △０．９ ９９．９ △０．１ ９９．９ △０．３ ８２．５８ １０，２２９

２３年１～３月 １０６，５１４ ４．７ ２０，０２２ ５．９ １００．１ △０．２ ９９．６ △０．５ ８２．３２ ９，７５５
４～６月 １１４，０８１ ３．６ ２１，２４２ ４．９ １００．６ ０．４ ９９．８ △０．４ ８１．７０ ９，８１６
７～９月 １２８，７８０ ２．１ ２３，７７６ ３．７ １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ ７７．８４ ８，７００

２２年 １０月 ３５，１１５ △７．３ ６，５１５ △６．０ ９９．９ ０．４ １００．２ ０．２ ８１．８７ ９，２０２
１１月 ３５，６４７ ０．０ ６，６２０ ０．７ ９９．９ ０．４ ９９．９ ０．１ ８２．４８ ９，９３７
１２月 ３９，６７４ １．８ ７，２６７ ２．８ １００．０ ０．５ ９９．６ ０．０ ８３．４１ １０，２２９

２３年 １月 ３５，８２８ ３．８ ６，６３８ ４．５ ９９．９ △０．３ ９９．５ △０．６ ８２．６３ １０，２３８
２月 ３３，３８４ ４．７ ６，２６８ ５．９ １００．０ △０．３ ９９．５ △０．５ ８２．５３ １０，６２４
３月 ３７，３０２ ５．４ ７，１１６ ７．２ １００．４ △０．１ ９９．８ △０．５ ８１．７９ ９，７５５
４月 ３５，３８２ １．５ ６，６３０ １．０ １００．６ ０．３ ９９．９ △０．４ ８３．３５ ９，８５０
５月 ３８，６３５ ４．５ ７，１９２ ５．１ １００．７ ０．３ ９９．９ △０．４ ８１．２３ ９，６９４
６月 ４０，０６４ ４．８ ７，４１９ ８．３ １００．５ ０．５ ９９．７ △０．４ ８０．５１ ９，８１６
７月 ４４，１３６ ８．０ ８，２０４ ８．９ １００．３ １．０ ９９．７ ０．２ ７９．４７ ９，８３３
８月 ４４，５９２ ５．４ ８，０９９ ６．６ １００．２ ０．８ ９９．９ ０．２ ７７．２２ ８，９５６
９月 ４０，０５２ △６．８ ７，４７２ △４．１ １００．０ ０．２ ９９．９ ０．０ ７６．８４ ８，７００
１０月 ４０，４０４ ９．２ ７，５８７ １３．５ １００．０ ０．０ １００．０ △０．２ ７６．７７ ８，９８８

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３

２２年７～９月 ４６，３５５ １１．０ １４，６９５ １９．４ １９，３１６ ５．７ １２，３４４ １０．３ １，０９８，５１５ ４．６
１０～１２月 ２６，５９７ △２３．９ ８，１９８ △２７．２ １０，２７４ △２７．２ ８，１２５ △１５．１ ７４９，８８１ △２７．２

２３年１～３月 ３６，０４０ △２３．６ １０，３２８ △３３．９ １４，５９１ △２０．３ １１，１２１ △１６．３ ９６３，６８６ △２５．６
４～６月 ３０，０７６ △３１．２ ８，１９９ △３８．７ １２，９６１ △２９．１ ８，９１６ △２６．３ ６４８，６８２ △３３．６
７～９月 ４０，９０４ △１１．８ １２，４８５ △１５．０ １７，２８８ △１０．５ １１，１３１ △９．８ ９７８，１６１ △１１．０

２２年 １０月 ９，４９１ △２３．６ ２，７７０ △２９．５ ３，５９０ △２８．２ ３，１３１ △１０．５ ２５１，４９３ △２５．９
１１月 ９，５３５ △２４．０ ３，０５０ △２０．７ ３，８４１ △２６．５ ２，６４４ △２３．９ ２５８，７３２ △２９．８
１２月 ７，５７１ △２４．１ ２，３７８ △３１．８ ２，８４３ △２６．８ ２，３５０ △９．７ ２３９，６５６ △２５．５

２３年 １月 ８，５７５ △１６．６ ２，３３４ △３０．１ ３，４８８ △１１．１ ２，７５３ △８．８ ２５９，０７９ △１９．０
２月 １１，１８６ △１２．０ ３，１７４ △２４．０ ４，３１５ △１０．０ ３，６９７ △１．１ ３４１，０３４ △１３．８
３月 １６，２７９ △３２．７ ４，８２０ △４０．５ ６，７８８ △２９．１ ４，６７１ △２８．４ ３６３，５７３ △３７．４
４月 ７，５８３ △４８．７ ２，００６ △５３．０ ３，２８３ △４９．５ ２，２９４ △４３．０ １５３，５２９ △４８．５
５月 ８，０９７ △３７．７ ２，２７１ △４３．９ ３，０６３ △４０．３ ２，７６３ △２７．８ ２００，４６０ △３３．３
６月 １４，３９６ △９．７ ３，９２２ △２２．４ ６，６１５ △０．６ ３，８５９ △８．９ ２９４，６９３ △２１．９
７月 １４，３７７ △１９．１ ４，０７１ △２４．５ ６，５７９ △１９．４ ３，７２７ △１１．５ ３１２，８３５ △２５．６
８月 １１，４２１ △１６．５ ３，４４６ △１７．４ ４，８１６ △１８．０ ３，１５９ △１３．０ ２７３，２７７ △２６．０
９月 １５，１０６ １．３ ４，９６８ △３．２ ５，８９３ １１．６ ４，２４５ △５．７ ３９２，０４９ △２．１
１０月 １２，２２２ ２８．８ ３，７５７ ３５．６ ４，７４３ ３２．１ ３，７２２ １８．９ ３２０，７７８ ２７．５

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年１月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １１１，８４１ △３．８
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ ９７，２２１ △１３．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１

２２年７～９月 ８，２７３ １７．５ ２，１２８ １３．８ ２４９，６４６ △２１．１ ３２，２４６ △１２．６ ２１，８６３ １３．９
１０～１２月 ７，８００ △５．１ ２，１８７ ６．９ １２９，８９７ △２５．２ ２５，３６９ △１４．８ １９，１７７ ５．６

２３年１～３月 ５，９０７ １８．９ １，９２４ ３．２ １６３，０８０ ２４．５ ２４，１９４ △３．２ ２３，５３０ ８．９
４～６月 ８，７３３ １０．０ ２，０３２ ４．１ ２６６，５０６ △３．７ ２８，１３６ △９．３ ２１，８５２ ９．８
７～９月 ８，７３４ ５．６ ２，２９６ ７．９ ２３７，０９８ △５．０ ３１，１４２ △３．４ ２３，１２２ ５．８

２２年 １０月 ２，７８７ ６．８ ７１４ ６．４ ５５，５０６ △３９．８ １０，３６７ △１８．１ ６，０６８ ６．９
１１月 ２，６１３ △１５．０ ７２８ ６．８ ３９，３９４ △２２．７ ７，９１２ △６．３ ５，８７４ １２．９
１２月 ２，４００ △５．２ ７４５ ７．５ ３４，９９７ １４．７ ７，０９０ △１８．１ ７，２３５ △０．６

２３年 １月 １，９５０ ６１．２ ６６７ ２．７ １７，９５５ ８９．４ ５，２１８ △９．９ ５，５９７ ５．６
２月 １，７９７ ３０．８ ６２３ １０．１ １６，９１３ △１０．５ ６，０３４ ４．２ ６，５４３ １１．５
３月 ２，１６０ △９．４ ６３４ △２．４ １２８，２１２ ２５．０ １２，９４２ △３．５ １１，３９０ ９．１
４月 ２，６７６ ５．１ ６６８ ０．３ １１８，１６１ △１４．４ １１，７９７ △１１．２ ６，５９０ △０．２
５月 ２，７４８ １３．８ ６３７ ６．４ ７３，３１３ ２１．９ ６，３５５ △１４．１ ６，３５６ １０．５
６月 ３，３０９ １１．０ ７２７ ５．８ ７５，０３２ △４．６ ９，９８４ △３．４ ８，９０５ １７．９
７月 ３，２５３ １５．２ ８３４ ２１．２ ８８，４６３ △１６．７ ９，５９７ △１５．９ ６，５８９ ４．０
８月 ３，０９２ ５．１ ８２０ １４．０ ７４，６１６ １．１ ９，５３６ ３．５ ６，８１５ ２．１
９月 ２，３８９ △４．７ ６４２ △１０．８ ７４，０１９ ６．４ １２，００９ ３．３ ９，７１８ ９．８
１０月 ３，２７９ １７．７ ６７３ △５．８ ５５，２８７ △０．４ １０，７０２ ３．２ ６，１５８ １．５

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，１７１ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３

２２年７～９月 ３，６０６ △２．０ ０．４１ ０．４９ ５．０ ５．１ １１１ ２．８ ３，２３２ △１４．５
１０～１２月 ２，６２５ △２．５ ０．４４ ０．５５ ５．１ ４．８ １０７ △７．８ ３，２９９ △６．５

２３年１～３月 ２，２５２ △１０．８ ０．４３ ０．６０ ５．３ ４．７ １２５ １４．７ ３，２１１ △７．４
４～６月 ２，１５３ △１９．９ ０．３９ ０．５１ ５．９ ４．７ １２３ ８．８ ３，３１２ △０．３
７～９月 ３，４８６ △３．３ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．４ １０４ △６．３ ３，１０８ △３．８

２２年 １０月 １，００５ △０．３ ０．４５ ０．５４ ↑ ５．０ ３０ △２３．１ １，１３６ △９．９
１１月 ８０８ △４．７ ０．４４ ０．５５ ５．１ ４．８ ３７ ５．７ １，０６１ △６．２
１２月 ８１２ △３．０ ０．４２ ０．５６ ↓ ４．６ ４０ △４．８ １，１０２ △２．９

２３年 １月 ７８２ △１．１ ０．４２ ０．５９ ↑ ４．７ ３９ ２．６ １，０４１ △２．０
２月 ８１０ △１．４ ０．４４ ０．６１ ５．３ ４．６ ４１ １７．１ ９８７ △９．４
３月 ６６０ △２７．６ ０．４４ ０．６０ ↓ ４．９ ４５ ２５．０ １，１８３ △９．９
４月 ５６２ △２５．３ ０．４０ ０．５２ ↑ ４．９ ５２ １５．６ １，０７６ △６．７
５月 ７４５ △１９．５ ０．３８ ０．５０ ５．９ ４．６ ３７ ５．７ １，０７１ ４．８
６月 ８４７ △１６．２ ０．４０ ０．５１ ↓ ４．７ ３４ ３．０ １，１６５ １．４
７月 １，０６６ △６．３ ０．４２ ０．５４ ↑ ４．７ ３４ △１２．８ １，０８１ １．４
８月 １，２９０ △２．０ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．４ ４２ ２３．５ １，０２６ △３．５
９月 １，１３０ △１．９ ０．４９ ０．６３ ↓ ４．２ ２８ △２６．３ １，００１ △９．１
１０月 １，０１０ ０．５ ０．４９ ０．６５ － ４．４ ３１ ３．３ ９７６ △１４．０

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１８６／本文　※柱に注意！／０１８～０２１　主要経済指標  2011.12.16 10.23.47  Page 20



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 ３７７，１５４ △１．１ ７１１，４５６ △１６．４ １，５５２，４４９ １１．９ ７１９，１０４ △４．１
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，０７９ △１７．１ ９７７，６６３ △３７．０ ５３８，２０９ △２５．２
２２年度 ３４２，２５７ ６．１ ６７７，９１７ １４．９ １，２２８，１４０ ２５．６ ６２４，１３１ １６．０

２２年７～９月 ８３，７５１ △１３．０ １７０，３１３ １７．８ ２７６，８３０ １８．３ １５４，０８６ １４．９
１０～１２月 ９０，０９９ ６．１ １７２，７４３ １０．０ ２９４，４９８ １１．０ １５５，８４５ １１．３

２３年１～３月 ８６，２５５ １．７ １６４，２０５ ２．４ ３６０，８７８ ２７．１ １６０，６３３ １１．４
４～６月 ９２，５１６ １２．６ １５６，９２２ △８．０ ３７２，８２４ ２６．０ １６９，４９８ １０．４
７～９月 r ９７，２２１ １６．１ １７１，１４３ ０．５ r ３７３，４９０ ３４．９ r １７５，３２１ １３．８

２２年 １０月 ３０，６５５ ２．１ ５７，２２５ ７．８ ９０，６３０ ２．６ ４９，０９９ ８．９
１１月 ２４，２７１ △１３．２ ５４，３９８ ９．１ ９０，３６８ １１．９ ５２，８２２ １４．３
１２月 ３５，１７３ ３０．６ ６１，１２０ １２．９ １１３，５００ １７．９ ５３，９２４ １０．７

２３年 １月 ２６，９７６ ２１．５ ４９，７０３ １．４ １１５，４３１ ２１．７ ５４，４９７ １２．２
２月 ２５，９３８ △２２．０ ５５，８９０ ９．０ １２２，２３０ ３２．５ ４９，３８７ １０．０
３月 ３３，３４１ １３．７ ５８，６１２ △２．３ １２３，２１７ ２７．２ ５６，７４９ １２．０
４月 ３２，５０８ １１．１ ５１，５６６ △１２．４ １３３，６４０ １９．７ ５６，２４３ ９．０
５月 ３６，３０２ ５２．０ ４７，６００ △１０．３ １３８，９４５ ５９．４ ５６，１７３ １２．４
６月 ２３，７０６ △１８．３ ５７，７５６ △１．６ １００，２３９ ３．２ ５７，０８２ ９．８
７月 ３０，４００ △７．７ ５７，８１０ △３．４ １２０，３１４ ２２．３ ５７，１３２ ９．９
８月 ３１，６７０ ４２．９ ５３，５６６ ２．８ r １３３，１４２ ７１．４ ６１，３６１ １９．２
９月 r ３５，１５１ ２２．６ ５９，７６７ ２．３ r １２０，０３４ １９．１ r ５６，８２８ １２．２
１０月 p ３０，４１３ △０．８ ５５，０７５ △３．８ p１３２，４８２ ４６．２ p ５７，８７６ １７．９

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６

２２年７～９月 １３４，１４５ ２．１ ５，７７５，２２９ ２．４ ９１，６０１ ０．５ ４，１０４，３５２ △１．５
１０～１２月 １３６，０２２ １．６ ５，７６７，０７８ １．７ ９２，１６５ △０．１ ４，０９３，０６６ △１．８

２３年１～３月 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
４～６月 １３７，４６６ １．９ ５，９４９，８２８ ２．６ ９０，５７３ ０．４ ４，０８２，２２３ △０．３
７～９月 １３７，４０２ ２．４ ５，９３３，９１０ ２．７ ９２，３４２ ０．８ ４，１２２，２５７ ０．４

２２年 １０月 １３３，７４１ １．４ ５，７３０，２４５ ２．４ ９１，４５８ ０．２ ４，０６７，７０６ △１．９
１１月 １３４，５５１ １．９ ５，７５８，６３５ １．９ ９１，１２３ △０．２ ４，０６０，２７２ △１．８
１２月 １３６，０２２ １．６ ５，７６７，０７８ １．７ ９２，１６５ △０．１ ４，０９３，０６６ △１．８

２３年 １月 １３３，９９３ １．２ ５，７６２，０２１ １．８ ９１，５６５ △０．５ ４，０６４，８５７ △１．８
２月 １３４，３７５ ０．９ ５，８０６，２０８ ２．２ ９１，７０１ △０．３ ４，０６４，４６７ △１．８
３月 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
４月 １３７，８２０ ２．４ ５，９５２，４４４ ３．０ ９２，９３６ ０．５ ４，０９５，７２８ △０．２
５月 １３６，６７７ １．６ ５，９５８，００８ ２．８ ９１，３０９ ０．０ ４，０７２，７４８ △０．４
６月 １３７，４６６ １．９ ５，９４９，８２８ ２．６ ９０，５７３ ０．４ ４，０８２，２２３ △０．３
７月 １３６，５７９ １．９ ５，８８９，９６８ ２．７ ９０，８３４ ０．４ ４，０８１，４３８ △０．１
８月 １３６，３６２ １．８ ５，８９７，３９４ ２．７ ９０，８３２ ０．５ ４，０６６，０１５ ０．０
９月 １３７，４０２ ２．４ ５，９３３，９１０ ２．７ ９２，３４２ ０．８ ４，１２２，２５７ ０．４
１０月 １３６，２１２ １．８ ５，８９９，８７０ ３．０ ９１，５３１ ０．１ ４，０８９，１０１ ０．５

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１８６／本文　※柱に注意！／０１８～０２１　主要経済指標  2011.12.16 10.23.47  Page 21
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●道内経済の動き 

●平成24年度北海道経済の見通し 

●健全企業のための『経営ストレス・テスト』 
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